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日本・大阪府と英国・ウェールズとの間の経済協力に関する覚書 

大阪府及びウェールズ政府（以下「当事者」という。）は、2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）を通じて再び活性化された長年にわたる関係を強化したいという心からの希望をここに表明する。両当事者は、それぞれの地域の現行法令に従い、平等と相互利益の原則に基づいて、経済的パートナーシップを推進し、相互理解と友好関係を深めることにより、大阪府及びウェールズの経済のさらなる発展を支援するプラットフォームを構築することを目指す。

「いのち輝く未来社会」をデザインしようとする大阪・関西万博を通じた取組や、持続可能な開発目標（SDGs）を法制化するために「未来世代のためのウェルビーイング法」を活用するウェールズの取組も、本合意の背景にある。両当事者は、以下に示す連携を通じて、未来社会の構築と経済の発展に向けて取り組むこととする。

両当事者は、ライフサイエンス、クリーンエネルギー（エネルギー効率化を含む。）、スタートアップ等の分野で連携し、パートナーシップを深化させるとともに、研究協力、企業間連携、人的交流の面で、双方の企業や組織を結びつける新たな方法を模索する。

両当事者は、双方の地域の経済政策や産業動向に関する情報を相互に共有することにより、ビジネス連携のための新たなプラットフォームの構築を促進する。

想定される協力内容は以下のとおり

１. 指定された分野における両地域間の経済交流を促進すること。これには、政府機関、経済団体、学術機関又は企業で構成される経済使節団の目的が効果的に達成されるよう、使節団の受け入れ機関に関する情報提供を行うこと等が含まれる。

２. 両地域に拠点を置く企業による使節団の派遣、見本市、商談会、投資調査等の活動を円滑に進めることができるよう情報提供を行うこと。

３. 両地域に拠点を置く企業が相手地域へ投資を行う際、相談サービスの提供や適切な機関の紹介等、可能な範囲での支援を行うこと。

本覚書は、相互に有益なパートナーシップを構築したいという両当事者の意向を示すものであり法的に拘束力のある権利や義務を生じさせるものではない。

各当事者は、ここに記載した目的を遂行するための各自の費用については、それぞれ負担するものとする。

本覚書は、署名された日から１年間効力を有し、両当事者が書面により合意した場合、有効期間をさらに２年間延長することができる。

両当事者は、継続的な対話と定期的な見直しを通じて具体的な交流事業の展開を進めるとともに、ここに定める分野におけるビジネスの発展及びイノベーション能力の強化を目的とした戦略的な機会と協働活動を確認し推進するため、四半期ごとに（オンライン又は対面形式にて）会合を開催するものとする。

各当事者は、相手方に対して３か月前までに書面で通知することにより、いつでも本覚書を終了させることができる。

両当事者は、相互の合意により、いつでも本覚書を変更することができる。

2026年10月７日、日本語、ウェールズ語及び英語により、各２通作成・署名された。各当事者はそれぞれ１部ずつ保有し、それぞれの文書は、ともに等しく正文とする。
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